





















的地位の濫用Б（独禁 2条 9項 5号）規制の精緻化を目指す。
　本研究の背景として，次のような動きがある。公正取引委員会（以下，А公





















(2) Bundeskartellamt, Beschluss B6┡22/16┡Facebook, February 6, 2019.
(3) 平成 21 年改正（平成 21 年法律第 51 号）により，継続して行われる独禁法 2
条 9項 5号該当行為に対して課徴金を賦課する制度が導入され（独禁 20 条の
6），令和 3年 5月末日現在までに 5件の課徴金納付命令が出された（以下，こ
れをまとめてА5 事例Бと呼ぶ）。もっとも，これらの命令は上記改正法施行
後数年間に集中している。







のの，概ね原処分の考え方が維持された。公取委審判審決平成 27 年 6 月 4
日・平成 24 年（判）第 6号及び第 7号〔日本トイザらス〕審決集 62 巻 119
頁，公取委審判審決平成 31 年 2 月 20 日・平成 23 年（判）第 82 号及び第 83
号〔山陽マルナカ〕審決集 65 巻第 1分冊 95 頁，公取委審判審決平成 31 年 2
月 20 日・平成 25 年（判）第 28 号及び第 29 号〔ラルズ〕審決集 65 巻第 1分
冊 314 頁，公取委審判審決令和元年 10 月 2 日・平成 24 年（判）第 40 号及び
第 41 号〔エディオン〕，公取委審判審決令和 2年 3月 25 日・平成 26 年（判）
第 1号及び第 2号〔ダイレックス〕。このうち，日本トイザらス審決のみが確
定し，他の 4審決に対しては抗告訴訟が提起された。
















り消す再審決が行われた（公取委審判審決令和 3年 1月 27 日・平成 23 年
（判）第 82 号及び第 83 号）。次に出されたラルズ東京高裁判決は，公取委の考
え方をほぼ全面的に認めて原告の請求を棄却した（令和 3年 3月 3日・平成
31 年（行ケ）第 13 号）。ラルズは最高裁に上告している。
(7) 平成 26 年 6 月 5 日のダイレックスに対する命令（平成 26 年（措）第 10 号・
(納）第 113 号）以降，正式な命令は途絶えている。一方，TPP11 協定により
立法され（平成 28 年法律第 108 号），平成 30 年 12 月 30 日に施行された確約
手続により多くの事案が処理されるようになっている。確約認定令和 2年 8月
5日・令和 2年（認）第 3号〔ゲンキー〕，確約認定令和 2年 8月 5日・令和 2
年（認）第 4号〔アマゾンジャパン〕，確約認定令和 3年 3月 12 日・令和 3年
（認）第 1号〔ビー・エム・ダブリュー〕。
(8) ┴人材と競争に関する検討会Б報告書（平成 30 年 2 月 15 日，公正取引委員会，
競争政策研究センター），Аフリーランスとして安心して働ける環境を整備する
ためのガイドラインБ（令和 3年 3月 26 日，内閣官房・公正取引委員会・中小
企業庁・厚生労働省）。
(9) ┴データと競争政策に関する研究会報告書Б（平成 29 年 6 月 6 日，公正取引委
員会競争政策研究センター）を始めとして，公取委からはいくつかの実態調査
報告書が出されている。最近の取組を一覧したものとして，寺西直子Аデジタ























(11) この点について，Anu Bradford, The Brussels Effect: How the European





存の議論Бソフトロー研究 28 号 43 頁以下参照。EUにおいては，IT・デジタ
ル化を推進するとともに，その開放性と中立性を確保すべく，政治との関わり
を意識して総合的に政策が推進されている。とりわけ，2016 年アメリカ大統


























(13) Regulation (EU) 2016/679 of the European Parliament and of the Council of
the European Parliament and of the Council of 27 April 2016 on the protec-
tion of natural persons with regard to the processing of personal data and on






























競争法Бの諸論点をめぐる既存の議論Бソフトロー研究 28 号 43 頁以下，川濱
昇А優越的地位の濫用の慎重な新展開БNBL 1166 号 24 頁以下参照。






















































(19) 川上解説 41 頁に同じ。
(20) Tadashi Shiraishi, ┣The Exploitative Abuse Prohibition: Activated by Mod-
























































的地位の濫用БのА拡大Бとその課題Бジュリスト 1545 号 72┡73 頁。
(25) ┴人材と競争に関する検討会Б報告書における，労働基準法と優越的地位の濫
用との関係は，そのような整理と考えられる。


























まれている。この点につき，白石АFacebook に対する Bundeskartellamt の
決定を契機とする日本法の若干の検討БEU法研究 6号 42 頁，川濱А優越的
地位の濫用の慎重な新展開БNBL 1166 号 30 頁，市川芳治Аデジタル経済に
おける競争法の射程に関する覚書Ёドイツ連邦カルテル庁Facebook 決定をめ































































ルグループ＝十八銀行（平成 30 年度企業結合事例 10）や USEN┡NEXT
HOLDINGS＝キャンシステム（平成 30 年度企業結合事例 7）においては，一定
の弊害が認められるとしてもそれが当該企業結合により生ずることとなると
はいえない（平成 30 年度企業結合事例 10 第 5 の 2（2）ウ），もしくは当該企業

















(33) 深町正徳А平成 30 年度における企業結合関係届出の状況及び主要な企業結合
事例Б公正取引 825 号 10┡12 頁，白石忠志А平成 30 年度企業結合事例集の検
討Б17┡18，19┡20 頁参照。
(34) 最判平成 22 年 12 月 17 日・平成 21 年（行ヒ）348 号民集 64 巻 8 号 2067 頁。

























カルテル庁原決定とこれに対する interim proceedings における司法判断を
通じて，競争の観点からの搾取型濫用の把握と因果関係をめぐり，詳細な検
(36) 川濱Аプラットフォーム事業者へのА優越的地位の濫用БのА拡大Бとその課
























てきている。Post Danmark A ⁄S v Konkurrencer
┃
adet (Post Danmark I)
Case C┡209/10 [2012] 4 CMLR 23, para 22, Intel Corporation v Commis-
sion (C┡413/14P), [2017] 5 CMLR 18, para 134.
(38) ドイツにおける競争法の司法審査について概観したものとして，島村健太郎





















的なものとして，白石忠志АFacebook に対する Bundeskartellamt の決定を
契機とする日本法の若干の検討БEU法研究 6号 32 頁，市川芳治Аデジタル
経済における競争法の射程に関する覚書Ёドイツ連邦カルテル庁Facebook 決
定をめぐる論点を手がかりに：欧州の視点からБ慶應法学 43 号 139 頁，伊永
大輔Аプライバシー侵害は競争法違反となるかБ法律時報 91 巻 5 号 106 頁，
鈴木孝之Аドイツ連邦カルテル庁のFacebook 事件決定にみる市場支配的事業
者規制への視点Б公正取引 829 号 41 頁，舟田正之Аドイツフェイスブック競
争法違反事件Б法律時報 91 巻 9 号 156 頁，島村健太郎Аドイツ競争制限禁止
法における市場支配的なデジタルプラットフォーム事業者の濫用行為規制につ




（Gesetz gegen Wettbewerbsbeschraenkungen，以下АGWBБという)(40)19 条 1 項


























石АFacebook に対する Bundeskartellamt の決定を契機とする日本法の若干
























































(42) P┡001183/2019, Answer given by Ms Vestager on behalf of the European
Commission (8 May, 2019).
(43) EU競争法における支配的地位と濫用との間の因果関係について丁寧に論じた
ものとして，杉崎弘АEU競争法における支配的地位の濫用禁止規定の構造Б


























確認している。Europemballage and Continental Can v Commission (6/
72), [1973] para 27, Hoffmann- La Roche & Co v Commission (85/76),
[1979] para 91, Commission Decision 85/609/EEC, ECS/AKZO, O.J.1985,
L 374/1, para 41. こうした理解が一般的であることを示す資料の例として，
“Abuse of a dominant position in the light of legal provisions and case law of
European Communities─ (Office for Competition and Consumers' Protec-
tion, Warsaw, 2003）p16. しかし，これらの判例の読み方として，特定の因
果関係（行為的因果関係）の採用を否定しただけであるという異論があるほ
か，一定の因果関係を要求することで競争規制の外縁を画し精緻化を目指すべ
きだという批判は根強く存在する。See Vogelenzang, ┣Abuse of a dominant













（TFEU102 条 1 項）の古典的判例とも齟齬がないものである。
3┡3　デュッセルドルフ高等裁判所決定(45)
　3┡2 でみた連邦カルテル庁決定（原決定）に対して，Facebook 社は抗告訴





CML Rev.(1976) 62, Eilmansberger, ┣How to Distinguish Good from Bad
Competition Under Article 82 EC: In search of Clearer and more Coherent
Standards for Anti┡Competitive Abuses─, 42 Common Market Law Review
(2005), 129, Muhammad Ali, ┣Rethinking Abuse of Dominance in the light
of Causation─ available at SSRN Id 3732305 (2020). 欧州委員会は，近時の事
案において市場支配的地位と濫用の間に一定の関係性を示す傾向があり，判例
も一定の因果関係を確認する立場を支持するようになっているようにみえる。
Case T┡83/91, Tetra Pak International SA v Commission, C┡333/94 P
[1996] ECRⅠ┡5951, para 27, AstraZeneca v Commission, C┡457/10 P,
[2013] 4 CMLR 7, para 199.
(45) Case Ⅵ┡Kart 1/19(Ⅴ), OLG D
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(47) See Miriam Caroline Buiten, ┣Exploitative abuses in digital markets: be-
tween competition law and data protection law─, Journal of Antitrust En-























(48) Communication from the Commission┡Guidance on the Commission's en-
forcement priorities in applying Article 82 of the EC Treaty to abusive ex-
clusionary conduct by dominant undertakings (2009/C 45/02), para 21.
(49) KVR69/19, BGH Kartellsenat 23.06.2020. 連邦通常裁判所は，ドイツ連邦に
おける最高裁判所に当たる。
(50) 本決定の日本語による丁寧な紹介として，柴田潤子Аドイツ㈶Facebook ケー









































































































































(54) Para 77. このような言い回しは，EUガイダンスペーパーと軌を一にする。
Commission Communication Guidance on the Commission's enforcement pri-
orities in applying Article 82 of the EC Treaty to abusive exclusionary con-




















条 2 項 2 号(56)で要求されるような，有効な競争が行われていれば他の契約
条件が使用される高度の蓋然性があるという関係は，GWB19 条 1 項に該当
する濫用の前提としては必要ではない。むしろ，識別可能なユーザーの選好
や，他の契約条件の利用及びサービスの多様化によりもたらされるインセン











　このことは，GWB19 条 2 項 2 号に基づく搾取にはより厳格な基準が適用
されることと矛盾しない。なぜなら，このルールは純粋な搾取行為に限定さ












































































(57) 前掲注 44 参照。
(58) 同様の評価として，Miriam Caroline Buiten, ┣Exploitative abuses in digital
markets: between competition law and data protection law─, Journal of An-

















































題Бジュリスト 1545 号 72┡73 頁参照。
(60) See Wolfgang Kerber=Author Notes, ┣Digital markets, data, and privacy:
competition law, consumer law and data protection─, Journal of Intellec-
tual Property Law & Practice, Vol.11 (11) (2016) pp856┡866, Marco Botta,
Klaus Wiedemann, ┣The Interaction of EU Competition, Consumer, and
Data Protection Law in the Digital Economy: The Regulatory Dilemma in
the Facebook Odyssey─, The Antitrust Bulletin (2019) Vol.64 (3) pp428┡
446.




















































































(65) See also Ali, ┣Rethinking Abuse of Dominance in the light of Causation─
pp47┡55. この点は，景表法をはじめ消費者法を活用する余地も大きいように
思われる。
優越的地位の濫用における因果関係
(39)
(法学 2021) 85Ё1Ё39
全体については，未だ十分に検討され尽くしたとは言い難い状況にある。本
稿を手がかりの一つとして，さらに究明が進むことを期待したい。
Н本稿は，科学研究費補助金基盤研究（C）課題番号 18K01293 及び基盤研
究（A）課題番号 16H01985（研究代表者：久保野恵美子）の成果の一部である。
(40)
85Ё1Ё40
